
 

タクシー特措法に基づく運輸審議会への諮問事項 

 
 
 
 
○特定地域の指定又は期限の延長（法第３条第１項及び第２項） 
 
 
○営業方法の制限による供給輸送力の削減の勧告（法第８条の１０） 
 
 
○営業方法の制限に関する命令（法第８条の１１） 
 
 
 
 
 



 

【ご参考】 関係条文 

 

 

○特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化

に関する特別措置法（平成二十一年法律第六十四号）抄 

 

第二章 特定地域及び準特定地域の指定 

（特定地域の指定）  

第三条  国土交通大臣は、特定の地域において、一般乗用旅客自動車運送事業が供給過

剰（供給輸送力が輸送需要量に対し過剰であることをいう。以下同じ。）であると認め

る場合であって、当該地域における一般乗用旅客自動車運送事業の次に掲げる状況に照

らして、当該地域における供給輸送力の削減をしなければ、一般乗用旅客自動車運送事

業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、

その地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当該地域の関

係者の自主的な取組を中心として一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推

進することが特に必要であると認めるときは、当該特定の地域を、期間を定めて特定地

域として指定することができる。  

一  事業用自動車一台当たりの収入の状況  

二  法令の違反その他の不適正な運営の状況  

三  事業用自動車の運行による事故の発生の状況  

２  国土交通大臣は、前項の規定により特定地域を指定した場合において、当該指定の

期間が経過した後において更にその指定の必要があると認めるときは、期間を定めて、

その指定の期限を延長することができる。当該延長に係る期限が経過した後において、

これを更に延長しようとするときも、同様とする。  

３～６  （略）  

 

第五章 特定地域計画等 

（特定地域計画の認可）  

第八条の二  特定地域において組織された協議会は、当該特定地域における一般乗用旅

客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進しようとするときは、当該適正化及び活性

化を推進するための計画（以下「特定地域計画」という。）を作成し、国土交通大臣の

認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  



 

２～６  （略）  

（認可特定地域計画の変更命令等）  

第八条の五  （略）  

２  （略） 

３  国土交通大臣は、認可特定地域計画の内容が第八条の二第五項第四号から第六号ま

でのいずれかに適合しないものとなったと認めるときは、認可協議会に対し、当該認

可特定地域計画の変更を命じ、又は同条第一項の認可を取り消さなければならない。  

４  国土交通大臣は、認可協議会が前項の規定による命令に従わないときは、第八条の

二第一項の認可を取り消さなければならない。 

第八条の十  一の特定地域に係る全ての合意事業者が第八条の七第一項の認可を受けた

場合において、当該特定地域に係る認可協議会から申出があったときは、国土交通大

臣は、当該特定地域において、合意事業者以外の当該特定地域内に営業所を有する一

般乗用旅客自動車運送事業者の事業活動により、当該特定地域における一般乗用旅客

自動車運送事業の適正化の推進が阻害されている事態が存し、かつ、このような事態

を放置しては当該一般乗用旅客自動車運送事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の

安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機能を十分

に発揮することに支障が生ずると認めるときは、国土交通省令の定めるところによ

り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者に対し、当該特定地域に係る認可特定地域計

画の内容を参酌して、営業方法の制限による一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送

力の削減を行うよう勧告することができる。  

２・３  （略）  

第八条の十一  一の特定地域に係る全ての合意事業者が第八条の七第一項の認可を受け

た場合において、当該特定地域に係る認可協議会から申出があったときは、国土交通大

臣は、当該特定地域において、次の各号のいずれかに該当する事態が存し、かつ、この

ような事態を放置しては当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の健全な経

営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共

交通としての機能を十分に発揮することに著しい支障が生ずると認めるときに限り、当

該特定地域に係る認可特定地域計画の内容を参酌して、国土交通省令をもって、営業方

法の制限による一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減について定め、当該特

定地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者の全てに対し、これに従うべ



 

きことを命ずることができる。この場合において、国土交通大臣は、その事業活動がこ

の条に定める事態の生じたことについて関係がないと認める一般乗用旅客自動車運送事

業者については、その者に限り、当該営業方法の制限に関する命令の全部又は一部の適

用を受けないものとすることができる。  

一  合意事業者以外の当該特定地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業

者の事業活動により、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の

推進が阻害されていること。  

二  合意事業者による一般乗用旅客自動車運送事業の自主的な供給輸送力の削減をも

ってしては、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化を推進する

ことができないこと。  

２  （略）  

（運賃の範囲の指定）  

第十六条  国土交通大臣は、第三条第一項又は第三条の二第一項の規定により特定地域

又は準特定地域を指定した場合には、当該特定地域又は準特定地域において協議会が組

織されているときは、国土交通省令で定めるところにより、当該協議会の意見を聴い

て、当該特定地域又は準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業に係る旅客の運

賃（国土交通省令で定める運賃を除く。以下同じ。）の範囲を指定し、当該運賃の範囲

を、その適用の日の国土交通省令で定める日数前までに、公表しなければならない。こ

れを変更しようとするときも、同様とする。  

２・３  （略）  

（許可の取消し等）  

第十七条の三  国土交通大臣は、一般乗用旅客自動車運送事業者がこの法律又はこの法

律に基づく命令若しくは処分に違反したときは、六月以内の期間を定めて輸送施設の当

該一般乗用旅客自動車運送事業のための使用の停止若しくは一般乗用旅客自動車運送事

業の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。  

２  （略） 

（権限の委任）  

第十八条  この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところに

より、地方運輸局長に委任することができる。  

 



 

（運輸審議会への諮問）  

第十八条の二  国土交通大臣は、次に掲げる処分等をしようとするときは、運輸審議会

に諮らなければならない。  

一  第三条第一項の規定による特定地域の指定又は同条第二項の規定による期限の延長  

二  第八条の二第一項の規定による特定地域計画の認可  

三  第八条の五第三項の規定による認可特定地域計画の変更命令又は同項若しくは同条

第四項の規定による認可の取消し  

四  第八条の十第一項の規定による勧告  

五  第八条の十一第一項の規定による命令  

六  第十六条第一項の規定による運賃の範囲の指定  

七  第十七条の三第一項の規定による一般乗用旅客自動車運送事業の停止の命令又は許 

可の取消し  

（※下線を引いていない各号については省令により地方運輸局長に権限が委任されている） 

 

○特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に

関する特別措置法施行規則（平成二十一年国土交通省令第五十八号）抄 

（権限の委任）  

第十一条  法第五章から第九章までに規定する国土交通大臣の権限は、次に掲げるもの

を除き、当該事案の関する土地を管轄する地方運輸局長（当該事案が二以上の地方運輸

局長の管轄区域にわたるときは、当該事案の主として関する土地を管轄する地方運輸局

長。第三項において「所轄地方運輸局長」という。）に委任する。  

一 （略） 

二  法第八条の十第一項の規定による勧告  

三 （略） 

四  法第八条の十一第一項の規定による命令  

五～十六  （略） 

２・３ （略） 


